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④調査報告書の作成
 先行研究等の整理（文献調査）結果やアンケート調査、ヒアリング調査の集計・分析結
果をとりまとめ、薬物依存症の支援にあたる医療従事者や相談員等の捜査機関への情報提
供に関する考え方に関する考察を加えた上で、調査研究報告書を作成した。

 当事業において、調査研究の客観性を確保しつつ、支援の現場に資する成果物を作成す
るために、有識者からなる検討委員会を設置した。なお、第３章から第５章の調査の主体
は事務局であり、第６章は検討委員会の意見を事務局がまとめたものである。

 検討委員会の委員名簿と開催概要を以下に示す。

図表 1 委員名簿
＜委員＞ ※敬称略
（委員長）
佐伯 仁志 中央大学法務研究科 教授

青山 久美 神奈川県立精神医療センター依存症診療科 コ・メディカル部長

笹倉 宏紀 慶應義塾大学法務研究科 教授

清水 真 明治大学専門職大学院法務研究科 教授

藤城 聡 愛知県精神保健福祉センター 所長

米村 滋人 東京大学大学院法学政治学研究科 教授

＜オブザーバー＞
厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部精神・障害保健課 依存症対策推進室
厚生労働省 医薬局 監視指導・麻薬対策課
法務省 刑事局 公安課
警察庁 刑事局 組織犯罪対策部 組織犯罪対策第二課
＜事務局＞
有限責任監査法人トーマツ

図表 2 開催概要

第１回検討委員会
○日程：2024 年８月 22 日(月) 17:00～19:00（ハイブリッド会議形式）
○議題：

 開催挨拶
 委員紹介
 事業概要について
 先行研究等の整理結果について
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図表 3 日本及び各国の薬物使用と通告に関するまとめ

薬物使用と通告に関する法的側面 薬物使用に関する
告発義務と守秘義務の関係性

日本 日本では、覚醒剤取締法や麻薬及び向精神薬取締法等に
基づき、薬物の使用は違法とされ、厳しく制限されてい
る。薬物使用が認められる場合には、原則として公判請
求され、使用者には刑罰が科される。公務員には刑事訴
訟法第 239 条第 2 項で告発義務が課せられているが、一
方で医師や公務員には刑法や国家公務員法及び地方公
務員法により守秘義務が課せられていることから、告発
義務と守秘義務の関係性について、当事業にて整理す
る。

（告発義務と守秘義務の関係性につ
いて当事業にて整理。）

ア メ リ
カ 合 衆
国

多くの薬物が連邦法で違法とされているが、州によって
異なる規制が存在する。特に大麻に関しては、一部の州
で合法化されているが、他の薬物は厳しく取り締まられ
ている。依存症患者に対しては、刑罰よりも治療を優先
するドラッグコートが広く導入されており、リハビリテ
ーションや社会復帰を支援するプログラムが提供され
ている。HIPAA（Health Insurance Portability and
Accountability Act）に守秘義務が示されているが、公
共の安全が脅かされる場合には例外が認められる。

連邦法（42 CFR Part 2, HIPAA）に
おいて、公共の安全や他人への危害、
児童虐待や家庭内暴力に関わる場
合、特定の法的手続きがある場合に
は情報開示が認められるとされてい
る。

ドイツ ドイツでは、薬物の使用は違法だが、少量の個人使用に
対しては一部の州で起訴猶予されることがある。薬物依
存症患者にはリハビリテーションが優先されるが、ドラ
ッグコートのような制度は存在せず、医療システムを通
じて治療が行われる。守秘義務が厳しく保護されてお
り、重大な犯罪や公共の安全が脅かされる場合のみ例外
的に通告が認められる。

刑法第 34 条、第 203 条において、公
共の安全や重大な危険に関わる場合
は情報開示が許され、刑法第 203 条
第３項の特定手続きや裁判所命令に
基づく場合等、一定の条件下で守秘
義務が免除されるとされている。

オ ー ス
ト ラ リ
ア

オーストラリアでは、薬物使用は州ごとに異なる規制が
あるが、基本的に違法とされる。薬物依存症患者には、
治療とリハビリプログラムが提供されており、州ごとに
ドラッグコートが整備されている。初回使用者や依存症
患者には治療が優先されるが、重大な犯罪や薬物取引に
関与した場合には厳しい刑罰が科される。国家薬物戦略
に基づき、依存症患者への支援が全国的に行われてい
る。

APP（Australian Privacy Principles）6.2
において、公衆衛生上のリスクや裁
判所命令や法的要求がある場合に守
秘義務の解除が可能であるとされて
いる。
※州レベルでは法律として規定があ
る場合がある（児童虐待が疑われる
場合に通報が義務づけられるなど）

カナダ カナダでは、大麻は合法化されているが、他の違法薬物
の使用は厳しく取り締まられている。薬物依存症患者に
対しては、刑罰よりも治療が優先され、ドラッグコート
を通じた司法的なリハビリ制度が導入されている。依存
症患者には治療プログラムが提供され、再犯を防ぐため
の社会復帰支援が行われている。刑罰が適用されるケー
スもあるが、治療を通じた回復支援が強調されている。

PIPEDA （ Personal Information
Protection and Electronic Documents
Act）7 において、違法行為が疑われる
場合、公衆衛生上のリスクや生命の
安全が脅かされる場合、国家安全保
障および防衛、学術研究の場合等、情
報開示が可能であるとされている。

シ ン ガ
ポール

シンガポールでは、すべての違法薬物の使用が厳しく取
り締まられており、初回使用でも重い刑罰が科される。
薬物使用が発覚した場合は、中央麻薬取締局（CNB）への
通報が義務付けられている。再犯者や薬物取引関与し者
には長期拘禁刑や死刑が科されることもあり、厳格な法
的枠組みが採用されている。

PDPA（ Personal Data Protection
Act）（個人情報保護法）において、公
共機関は除外され、他の法律による
開示義務がある場合、主義務の制約
は適用されないとされている。
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No 文献名 発行主体（国等） 発行年
7 S3-Leitlinie Methamphetamin-bezogene Störungen ドイツ連邦保健省（ドイツ） 2016
8

Betäubungsmittelgesetz, BtMG（麻薬法）
ドイツ連邦法務省および連邦消費者保護
省（ドイツ）

1971

9 Strafgesetzbuch, StGB（刑法） ドイツ連邦法務省（ドイツ） 1871

10 Mandatory Reporting Laws
Australia Medical Association（オーストラリ
ア）

2021

11 Patient Information: Reporting Drug Dependent
Persons

西オーストラリア州政府（オーストラリア） 2019

12 National Drug Strategy 2017-2026 オーストラリア連邦保健省（オーストラリア） 2017
13 Public Health and Wellbeing Act ビクトリア州（オーストラリア） 2008
14 Australian Privacy Principles（APPs） オーストラリア連邦政府（オーストラリア） 1988
15 Drug Misuse and Trafficking Act ニューサウスウェールズ州（オーストラリア） 1985
16 Narcotic Drugs Act オーストラリア連邦政府（オーストラリア） 1967
17 Guidelines for Handling Suspected Illicit Substances in

Hospitals
College of Pharmacists of British Columbia
（カナダ）

2023

18 Canadian Guidelines for the Treatment of Substance
Use Disorders

カナダ保健省（カナダ） 2018

19 PIPEDA カナダ連邦政府（カナダ） 2000
20 Controlled Drugs and Substances Act, CDSA カナダ連邦政府（カナダ） 1996
21 Misuse of Drugs Act Guidelines Central Narcotics Bureau (CNB)（シンガポ

ール）
2019

22 NOTIFICATION OF SUSPECTED DRUG ADDICTS
(CIRCULAR DATED 30 JUN 2016)

Ministry of Health（シンガポール） 2016

23 Personal Data Protection Act, PDPA シンガポール政府（シンガポール） 2012
24 Misuse of Drugs Act, MDA シンガポール政府（シンガポール） 1973

25 Drug Dependants (Treatment and Rehabilitation) Act
1983

National Anti-Drugs Agency（マレーシア） 2021

26 Philippine Anti-Illegal Drugs Strategy Dangerous Drug Board（フィリピン） 2018

 ３．文献調査で得られた示唆

文献調査からは以下の示唆が得られた。

 日本では、覚醒剤取締法や麻薬及び向精神薬取締法等に基づき、薬物の使用は違法と
され、厳しく制限されている。薬物使用が認められる場合には、原則として公判請求
され、使用者には刑罰が科される。また、公務員には刑事訴訟法第 239 条第 2 項に基
づき告発義務が課せられている一方で、医師や公務員には刑法や国家公務員法及び地
方公務員法により守秘義務が課せられている。このように、告発義務と守秘義務の関
係性については、法的枠組みの中で整理が必要であり、特に薬物依存症の治療や支援
を行う現場においては、情報提供についてどのように対応すべきかが明確にされるこ
とが求められている。さらに、先行研究においても示されているように、公立の機関
に勤務する医療従事者や相談員が、捜査機関への情報提供を行う際に判断する根拠と
して統一された基準が明確ではなく、対応時に不安が生じる状況が見受けられる。こ
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のため、当事業において、判断の際に参照できるよう、現状と法的側面の整理を行う
ことは有意義である。

 諸外国の状況を海外文献から確認すると、薬物使用に関する法的枠組みや告発義務と
守秘義務の関係性は国により様々であるが、いくつかの共通する傾向が見受けられ
る。
 法的枠組みの柔軟性： 多くの国では、薬物使用に対する法的枠組みが一定の柔

軟性を持っている。例えば、アメリカやオーストラリアでは、薬物依存症患者に
対して刑罰よりも治療を優先する制度が導入されている。また、ドイツやカナダ
では、少量の個人使用に対しては起訴猶予が認められる場合がある。これらの
国々では、薬物依存症患者の社会復帰を支援するためのプログラムが充実してお
り、治療とリハビリテーションが重視されている。

 守秘義務の例外： 文献調査の対象とした多くの国では、守秘義務に対して一定
の例外が認められている。例えば、アメリカの HIPAA やドイツの刑法では、公共
の安全や他人への危害が懸念される場合には情報開示が認められている。また、
オーストラリアやカナダでは、公衆衛生上のリスクや裁判所命令がある場合に守
秘義務が解除されることが定められている。これにより、医療従事者は法的な枠
組みの中で適切に対応できるようになっている。

 法律やガイドラインの整備： 調査対象とした多くの国では、薬物依存症患者へ
の対応に関するガイドラインや政策が整備されている。例えば、オーストラリア
の国家薬物戦略やカナダの治療ガイドラインでは、薬物依存症患者への治療や支
援の方法が詳細に規定されている。これにより、医療従事者や相談員が一貫した
対応を行うことが可能となり、患者の治療効果が高まる。

以上のように、海外文献からは、薬物依存症患者に対して治療を優先する柔軟な法的枠
組みが整備され、公共の安全に関わる場合の守秘義務の例外が認められており、薬物使用
に関する告発義務と守秘義務の関係性について、一定の条件下で守秘義務が免除されるこ
とが法律やガイドラインなどで示されていることが把握できた。

これらの情報を参考にしつつ、さらに当事業における調査活動や検討を進めて告発義務
と守秘義務の関係性について整理することで、薬物依存症の支援体制において、携わる者
が安心して患者の治療に専念できる環境を検討することが期待される。













15

「守秘義務に関する方針」については、42 件の記述式回答があった。整理・分類作業を
行ったところ、「原則他者や他機関に共有しない」という趣旨の回答が最も多く 12 件（有
効回答 42 件の 28.6%）、次いで「守秘義務を優先」が 11 件（同 26.2%）、「個人情報保護法、
個人情報保護条例等による」が９件（同 21.4%）であった。

図表 13 「守秘義務に関する方針」について、決まり事の概要 ※複数回答形式で集計

「捜査機関へ情報提供するかどうかについての判断基準や適用基準」については、９件
の記述式回答があった。整理・分類作業を行ったところ、「文書での照会が来た場合のみ検
討・対応」という趣旨の回答が最も多く４件（有効回答９件の 44.4%）であった。

図表 14 「捜査機関へ情報提供するかどうかについての判断基準や適用基準」について、決ま
り事の概要 ※複数回答形式で集計

「情報提供する際の具体的な手続き（誰が、いつ、どこで、どう検討するのか等）」につ
いては、６件の記述式回答があった。整理・分類作業を行ったところ、「所内で対応を判断・
決裁をとる」という趣旨の回答が最も多く４件（有効回答６件の 66.7%）、次いで「事例ご
とに異なる」が２件（同 33.3%）であった。

「守秘義務に関する方針」について、決まり事の概要 N ％

1 地方公務員法による 8 19.0

2 個人情報保護法、個人情報保護条例等による 9 21.4

3 守秘義務を優先 11 26.2

4 原則他者や他機関に共有しない 12 28.6

5 捜査機関に通報しない 5 11.9

6 他機関に情報提供が必要な場合は当事者への説明や同意取得が必須 5 11.9

7 関係機関が必要な情報のみ開示 1 2.4

8 他機関への情報提供は所内で検討しながら行う 2 4.8

9 匿名での相談可能 1 2.4

10 一般相談と同じ 1 2.4

11 情報の管理 1 2.4

全体 42

「捜査機関へ情報提供するかどうかについての判断基準や適用基準」について、決ま
り事の概要 N ％

1 文書での照会が来た場合のみ検討・対応 4 44.4

2 相談支援を優先する 1 11.1

3 自治体の情報取り扱い基準による 1 11.1

4 必要であれば所内で諮り決裁をとる 1 11.1

5 裁判結果に関わるか判断する 1 11.1

6 医師の判断による 1 11.1

全体 9
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図表 24 情報提供がある場合、情報提供をした理由 ※複数回答形式で集計

⑥捜査機関へ情報提供する際に迷ったり困ったりして難しいと感じた場面・内容
情報提供がある場合に、捜査機関へ情報提供する際に迷ったり困ったりして難しいと感

じた場面について、具体的な記述を求めた。その結果、以下の５件の回答があった。

図表 25 情報提供がある場合、捜査機関へ情報提供する際に、迷ったり困ったりして難しい
と感じた場面 ※複数回答形式で集計

情報提供がある場合に、捜査機関へ情報提供する際に、迷ったり困ったりして難しいと
感じた内容について、具体的な記述を求めた。その結果、以下の５件の回答があった。

図表 26 情報提供がある場合、捜査機関へ情報提供する際に、迷ったり困ったりして難しい
と感じた内容 ※複数回答形式で集計

⑦捜査機関等へ情報提供すべきかどうか迷ったが情報提供をしなかった経験
これまで、薬物依存症の方が受診された時に、捜査機関等へ情報提供すべきかどうか迷

ったが情報提供をしなかったことがあるかを尋ねたところ、ないと回答したのが 65 件（有

情報提供がある場合、情報提供をした理由 N ％

1 尿検査の結果が陽性であったため 1 12.5

2 入院時に違法薬物を所持していたため 1 12.5

3 当事者が逮捕されたため 1 12.5

4 捜査関係事項照会書が届いたため 3 37.5

5 裁判所からの令状により差し押さえとなったため 1 12.5

6 家族等に情報提供や通報を勧める場合がある 1 12.5

7 処方内容を提供した 1 12.5

全体 8

情報提供がある場合、捜査機関へ情報提供する際に、迷ったり困ったりして難しいと
感じた場面 N ％

1 所持していた違法薬物を処分するためには捜査機関に連絡するしかなかった 1 20.0

2 当事者に通報しないと約束している記録の提出の有無 1 20.0

3 守秘義務 1 20.0

4 違法薬物の通報義務と守秘義務の狭間で悩む 1 20.0

5 信頼が崩れることを心配 1 20.0

全体 5

情報提供がある場合、捜査機関へ情報提供する際に、迷ったり困ったりして難しいと
感じた内容 N ％

1 守秘義務 1 20.0

2 情報提供を断ってよいのかわからなかった 1 20.0

3 特になし 1 20.0

4 違法薬物の通報義務と守秘義務の狭間で悩む 1 20.0

5 信頼が崩れることを心配 1 20.0

全体 5
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図表 31 薬物依存症の支援にあたる医療従事者や相談員等の捜査機関への情報提供のあり方
について、指針となる考え方に期待することや、収載してほしい事項 ※複数回答形式で集計

 ３．アンケート調査で得られた示唆

アンケート調査からは、以下の示唆が得られた。

 情報提供の種類： アンケート調査結果では、捜査機関への情報提供を行ったことが
ある所は 7.1%と少なかった。また、記述式回答から情報提供の種類を確認すると、
「捜査機関への通報」と「捜査関係事項照会書等を受けて行う情報提供」の両方が含
まれていることが確認された。
 捜査機関への通報: 具体的には、薬物依存症の患者が入院時に違法薬物を所持し

ていたために通報したケースなどがあった。
 捜査関係事項照会書等を受けて行う情報提供: 捜査機関から正式な照会書が届い

たために情報提供を行ったケースが含まれていた。
このように、情報提供の種類によって対応が異なるため、これらの情報提供の種類

について明確に分けて検討する必要がある。なお、薬物依存症に関する相談があった
場合の対応について、「特に決まりがない」とした所は半数を超えており（51.8%）、
対応に明確な決まりが示されていない場合が多いことが示された。

 情報提供の際の困難さ： 情報提供がある場合に、捜査機関へ情報提供する際に迷っ
たり困ったりして難しいと感じた場面として、「通告義務と守秘義務の狭間で悩む」
という趣旨の回答があった。また、薬物依存症の方が受診された時に、捜査機関等へ

薬物依存症の支援にあたる医療従事者や相談員等の捜査機関への情報提供のあり方に
ついて、指針となる考え方に期待することや、収載してほしい事項 N ％

1 成果物の形式（指針やマニュアル、ガイドライン、事例で示してほしい） 5 12.5

2 守秘義務と犯罪通告義務等、法的な整理（「刑事罰よりも回復支援を優先する」立場
が義務違反にならない根拠含む）

10 25.0

3 分野や専門性ごと（医療機関・保健・福祉・行政・産業保健・相談拠点、公立か否か
等）における法的な整理

3 7.5

4 どのような場合に情報提供するのか/しないのかの判断基準、手続き方法（情報提供
後の相談者との関係性のあり方含む）

7 17.5

5 精神保健福祉法23条通報と事件捜査の優先順位に関する指針 1 2.5

6 警察による検体採取を依頼された場合の対応 1 2.5

7 捜査関係事項照会書への対応 1 2.5

8 本人の同意取得に関する指針 2 5.0

9 医療従事者や相談員が安心して当事者を支援できる内容であること 6 15.0

10 当事者を守り支援することを優先した（治療や支援が情報提供よりも優先した）内容
であること

12 30.0

11 相談記録の書き方・記録方法 1 2.5

12 原則、情報提供しない 3 7.5

全体 40
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